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選定の概要

１ 施設の名称 乙川河川緑地

２ 根拠条例等 ⑴ 岡崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

⑵ 岡崎市都市公園条例 

⑶ 岡崎市都市公園管理規則 

３ 指定管理業務

の範囲

⑴ 施設の運営に関する業務 

⑵ 施設及び設備等の維持管理に関する業務 

⑶ その他の業務 

４ 指定期間 令和３年４月１日から令和８年３月 31日まで（５年間）

５ 選定方法 選定委員会を設置したうえで、選定委員会で決定する指定管理者候補

者を「選定基準」に基づき審査します。選定基準に適合した場合、指

定管理者候補者として決定します。

６ 選定結果の通

知

選定結果は、申請者全員に対して通知します。また、岡崎市（以下「市」

という。）のホームページでも公表します。

７ 協議 選定委員会による選定結果をもとに、市と指定管理者候補者は指定管

理業務の細目について協議します。この場合、市は必要に応じて交渉

権者の提案に対し、修正を求めることができるものとします。

８ 指定管理料 申請時に提出される収支予算書をもとに、協議の上で決定します。

９ 指定、協定 市は、令和２年６月岡崎市議会定例会の議決後、指定管理者として指

定し、速やかに基本協定を締結します。

選定スケジュール

１ 申請書類の提出期限 令和２年１月 27 日（月）午後５時まで

２ 選定委員会ヒアリング 令和２年２月 19 日（水）

３ 選定結果の通知 令和２年２月下旬

４ 市議会の議決 令和２年６月議会

５ 指定管理者の指定通知及び告示 令和２年７月上旬

６ 基本協定書締結 令和２年７月上旬

７ 指定管理業務の開始 令和３年４月１日（木）
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第１ 指定管理者選定にあたって

１ ＱＵＲＵＷＡ戦略とは

市では、乙川リバーフロント地区内の豊富な公共空間を活用した公民連携プロジェクトを実施

することにより、名鉄東岡崎駅、乙川河川緑地、桜城橋、中央緑道、乙川河川緑地、りぶら、岡崎

公園などの公共空間各拠点を結ぶ約３キロのまちの主要回遊動線ＱＵＲＵＷＡの回遊を実現させ、

波及効果として、まちの活性化（暮らしの質の向上・エリアの価値向上）を図る「ＱＵＲＵＷＡ戦

略（乙川リバーフロント地区公民連携まちづくり基本計画をいう。以下同じ。）」の実現を図ってい

ます。

今回、指定管理者を選定する乙川河川緑地（殿橋下流左岸）は、ＱＵＲＵＷＡ戦略における公民

連携プロジェクト（以下「ＱＵＲＵＷＡプロジェクト」という。）「乙川リバーフロント地区かわま

ちづくり」の１つであり、都市空間と水辺空間の一体的整備、回遊性の確保に取り組み、観光拠点

となるにぎわいの場の創出を目指します。

また、コンベンション施設整備事業（PFI 事業）及びホテル等民間収益施設事業（定期借地権事

業）と一体的な募集を行うことにより、それぞれの事業の連携による相乗効果が発揮されることを

期待しています。また、同時期に、桜城橋橋上広場と橋詰広場におけるPark-PFI事業を進めており、

Park-PFI 事業への参画、又は連携による乙川リバーフロント地区全体の魅力度向上を図ることも

期待して事業を実施します。

イメージ（ＱＵＲＵＷＡ戦略Ｐ６から引用）

乙川リバーフロント地区

橋詰広場
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【上位関連計画】

・ＱＵＲＵＷＡ戦略（乙川リバーフロント地区公民連携まちづくり基本計画）

https://www.city.okazaki.lg.jp/300/306/p022498.html

・おとがわエリアビジョン

https://www.city.okazaki.lg.jp/1550/1567/1700/p021150.html

・乙川リバーフロント地区整備基本計画

https://www.city.okazaki.lg.jp/1550/1567/1700/p018581.html

・その他上位計画については、ＱＵＲＵＷＡ戦略のＰ３参照
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２ 指定管理者選定の狙い

市は、安全安心かつ安定的な公園運営を実現し、周辺へ効果的・効率的に波及させるため、あら

ゆる面における質の向上と、公園施設の有効利用並びに経費縮減を図るとともに、周辺とまちとの

連携によりＱＵＲＵＷＡ戦略の具現化による暮らしの質の向上、エリアの価値の向上を期待して、

指定管理者の選定を行います。

今回、乙川河川緑地の指定管理者の募集は、コンベンション施設整備事業（PFI 事業）及びホテ

ル等民間収益施設事業（定期借地権事業）と併せて実施することにより、それぞれの事業の連携に

よる相乗効果が最大限発揮されることを期待しています。

３ 基本的な管理運営方針

乙川河川緑地は、ＱＵＲＵＷＡ戦略における主要回遊動線を構成する拠点の一つであり、乙川リ

バーフロント地区及びその周辺エリアの価値を高める街のシンボルとしてのオープンスペースで

あり、まちなかの豊かな暮らしを支え、居住環境を向上させる質の高い空間づくりを目指します。

そのため、管理運営にあたっては、民間主体の多様な利活用を促進するだけでなく、散歩や休息、

遊戯等の様々な用途で日常的に人々が集い交流できる公園づくりや積極的なまちとの連携を心が

けてください。また、常に危機管理意識を持ち、利用者の安全安心に留意した管理運営を行ってく

ださい。

なお、都市公園法第17条の２に該当する協議会や岡崎市都市公園愛護会等が結成された場合に

は、適宜、連携を図るように努めてください。

指定管理者選定にあたっては、民間事業者ならではの経営ノウハウや、効率的な管理運営による

経費の削減などの優れた提案による応募を期待し、安定した運営体制と周辺とまちとの連携によ

り、乙川河川緑地周辺の価値が最大限に発揮されることをもって、市がより活発化する一役を担う

ことを基本的な管理運営方針とします。
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第２ 施設の概要

１ 名称

乙川河川緑地（都市緑地）

２ 所在地

愛知県岡崎市久後崎町他

３ 施設等の概要

⑴ 施設区分毎の概要 

公園全体面積 約227,500㎡

うち対象面積 約25,000㎡

【主な施設】

ベンチ、フットライト、広場、潜水橋など

※桜や松などの樹木は対象外です。

⑵ 留意事項 

対象面積及び施設に注意してください。

第３ 指定期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31日まで（５年間）
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第４ 指定管理者が行う業務（詳細は別添「業務水準書」を参照）

１ 施設の運営に関する業務

⑴ 施設管理業務 

⑵ 受付業務 

⑶ 施設の利用承認等に係る業務 

⑷ 広報活動 

⑸ その他関連業務 

２ 施設及び設備等の維持管理に関する業務

⑴ 施設等保守管理業務 

⑵ 設備保守管理業務 

⑶ 物品保守管理業務 

⑷ 植栽維持管理業務 

⑸ 清掃業務 

⑹ 潜水橋高欄操作業務 

⑺ フットライト等撤去業務 

⑻ 暗渠排水管位置出し業務 

３ 提案事業

４ 自主事業

５ その他の業務

⑴ 非常時の対応 

⑵ 書類の作成・提出 

⑶ 市への協力業務 

⑷ 利用者からの苦情・不当要求・要望・意見及びそれに対する対応 

⑸ ボランティア団体の受け入れ 

⑹ 関係者等への指導 

⑺ ホームレス対応 

⑻ 関係各課との連携・調整 

⑼ セルフモニタリング 

⑽ 市によるモニタリングへの協力 

⑾ 文書の管理・保存 

⑿ 指定管理期間終了時における引継ぎ等 

⒀ 地域との調整 
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第５ 指定管理業務に関する経費

乙川河川緑地の指定管理業務にかかる経費は、市が支払う指定管理料のほか、利用料金収入、

提案事業収入及びその他の収入をもって充てるものとします。

１ 指定管理料に関する事項

不測の事態により対象経費に大幅な増減が生じた場合には、次年度以降の収支計画を見直し、反

映させることがあります。やむを得ない事情により長期休業する場合は、指定管理料を減額するこ

とがあります。指定管理者が自らの意思により実施する自主事業（任意）に関する経費に指定管理

料を充てることはできません。

⑴ 指定管理料の額 

指定管理料は、「収支予算書」により提案された「管理運営に関する経費」に「修繕に関する

経費」を加えた金額を基本としますが、指定管理者選定後における年度ごとの指定管理料は、毎

年度締結する「年度協定書」の中で定めます。年度協定締結後、新たな業務の追加などにより、

提案された金額を変更する必要がある場合は、別途協議します。

⑵ 指定管理料の区分 

指定管理料は、以下の２通りとします。

ア 管理運営に関する経費

イ 修繕に関する経費（精算）

ア 管理運営に関する経費について

指定管理者は、四半期毎に、四半期業務報告書及び請求書を四半期終了後10日以内に市に提

出し、業務の確認を受けなければなりません。

市は、指定管理者から請求があったときは、適法な請求書を受理した日から30日以内に指定

管理者に対して指定管理料を支払います。

イ 修繕に関する経費について

あらかじめ年度当初に指定管理者に概算払いとして支払い、実績報告に基づき各年度末で

精算を行います。その結果、差額が生じた場合は市へ返還するものとします。

また、あらかじめ市が提示した指定管理料の範囲内で対応できない案件については、原則と

して市が予算の範囲内で対応することとします。

経費はあらかじめ市が収支予算書で提示した金額によるものとし、修繕の対象は施設、設備、

物品とします。

２ 物品に関する経費

⑴ 市の所有に属する物品 

施設の管理運営上必要な物品は、指定管理者に無償貸与します。

⑵ 物品の購入に係る経費 

施設の管理運営上必要な備品は、市と協議の上、予算の範囲内で市の経費で市が直接購入する

ものとし、その所有権は市に帰属します。指定管理料には含めません。

新たな備品以外の物品の購入及び指定管理者に貸与する備品以外の物品の買替えは、指定管
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理料（修繕費）の範囲内で、市と協議の上、指定管理者が購入し、その所有権は市に帰属します。

なお、指定管理者は、自らの経費により物品を購入することもできます。この場合の物品の所

有権は指定管理者に帰属します。

３ 施設及び設備等の修繕に関する経費

⑴ 大規模修繕 

見積金額が１件につき30万円（消費税及び地方消費税含む。）以上のものについては、原則と

して市が対応することとし、指定管理料に含まないものとします。

ただし、緊急を要する等の理由がある場合は、市と指定管理者の協議の上、指定管理者が行う

ものとします。

⑵ 小規模修繕 

見積金額が１件につき 30万円（消費税及び地方消費税含む。）未満のものについては、あらか

じめ示す指定管理料により指定管理者が実施するものとします。また、修繕を行おうとする場合

は、事前に市と協議しなければなりません。

４ 提案事業収入

指定管理者が乙川河川緑地にて実施する提案事業に伴う収入は、指定管理者の収入とすること

ができます。

５ その他の収入に関する事項

指定管理者が乙川河川緑地にて実施するイベント開催業務に伴う収入は、指定管理者の収入と

することができます。

６ 経理の区分

指定管理者は、指定管理料収入、利用料金収入、提案事業収入及びその他収入の状況、直接管理

運営経費の支出の状況について、経理を明確にするとともに、指定管理業務に係る経理とその他の

業務に係る経理を区分して適切な運用をしなければなりません。

７ 提案事業に関する事項

本市の事業者選定基準の加点項目に示す範囲の中で、自らの企画提案により提案書に記載し実

施する事業（独立採算事業）を提案事業とします。提案事業は事業者選定の一因となるため、選定

後は必須の事業です。（詳細は、「業務水準書」参照。）

８ 自主事業に関する事項

指定管理者は、基本的な管理運営方針を逸脱しない範囲で、利用者サービス又は利便性の向上に

貢献すると市が認める場合は、指定管理者の費用によりイベントや講座等の指定管理者自主事業

（市指定のイベント等除く。）を行うことができます。

自主事業の実施は任意とするものの、自主事業に関する経費に指定管理料を充てることはでき

ません。また、自主事業収入を、指定管理業務に関する経費に充当することは否定しません。
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第６ 申請に関する事項

１ 欠格事由

次に掲げるいずれかに該当する団体は、指定管理者の申請をすることができません。なお、協定

締結までの期間に次のいずれかに該当となった場合は、指定管理者としての資格を喪失したもの

とします。

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定により本市における一般競争

入札の参加を制限されている団体

⑵ 申請書類提出時において、本市から指名停止措置を受けている団体 

⑶ 法第 244 条の２第 11 項の規定により、本市から指定を取り消されたことがある場合、その取

消しの日から２年を経過していない団体

⑷ 国税、県税及び市税が課税される団体にあって、それらを滞納している団体 

⑸ 「岡崎市が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成 24 年２月 24 日合意）

に基づく排除措置対象となっている団体

ア 役員等に、暴力団員等（暴力団員又は暴力団関係者）がいる団体

イ 暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している団体

ウ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運

営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている団体

エ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質

的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営

に協力し、又は関与している団体

オ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している団

体

カ 役員等又は使用人が、ア～オのいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを

利用するなどしている団体

⑹ 次に該当する者が役員又は配置する職員になっている団体 

ア 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者

イ 本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

ウ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

２ 応募資格

⑴ 法人であること。個人での応募はできません。 

詳細は岡崎市 QURUWA プロジェクト（コンベンション施設整備事業等）募集要項に示す。

３ 申請書類

詳細は岡崎市 QURUWA プロジェクト（コンベンション施設整備事業等）募集要項に示す。

４ その他

⑴ 申請は、１団体につき、１件とします。複数の申請はできません。 

⑵ 提出された申請書類は、いかなる理由があっても返却いたしません。 
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⑶ 申請後に辞退する場合は、「指定管理者指定申請辞退届出書」（様式９）を提出してください。 

⑷ 申請に要する費用は、申請者の負担とします。 

⑸ 市が提示する設計図書の著作権は市及び設計者に帰属し、申請者の提出する書類の著作権は、

申請者に帰属します。なお、本募集において公表する必要があると認める場合は、市は申請書類

の全部又は一部を無償で使用できるものとします。また、「ヒアリング資料」に記載される指定

管理者候補者選定結果の概要※については、岡崎市議会に配布します。

⑹ 申請書提出後は、軽微な変更を除いて提出書類の記入内容を変更することはできません。 

⑺ 申請書類に虚偽の記載があった場合や、提案に際して不正行為があったときは、選定の対象か

ら除外します。

※ 選定基準に沿って採点した得点表を含み、事業者の実名での記載となります。
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第７ 選定に関する事項

１ 選定委員会の設置

指定管理者の選定にあたって、「岡崎市ＱＵＲＵＷＡプロジェクト（コンベンション施設整備事

業等）事業者選定審査委員会」（以下「審査委員会」という）を設置します。

２ 選定方法・選定基準

岡崎市ＱＵＲＵＷＡプロジェクト（コンベンション施設整備事業等）事業者選定基準により選定

します。

※ 市の上限額 65,595,000円

※ 提案額が、市の上限額を超えていないこと。（超えた場合は失格）

※ 提案額が、市の上限額の10分の７（45,916,500 円）を下回らないこと。（下回った場合は失格）

※ 市の上限額は修繕費に関する費用にかかる経費を含まない。

※ 提案額は修繕費に関する費用を含めないこと。

３ 選定結果の通知

審査委員会による選定終了後、速やかに結果を申請者に通知します。同時に、結果を市ホームペ

ージで公表します。（令和２年２月下旬を予定）

４ 協定の締結

⑴ 市は審査委員会の選定結果の報告を受け、指定管理者候補者として令和２年６月岡崎市議会

定例会へ指定管理者選定議案を上程し、議決後、指定管理者決定通知を送付した後、正式に協

定を締結します。

⑵ 協定は、指定管理期間中の包括的な事項を定めた「基本協定」及び各年度の細目的事項を定

めた「年度協定」を締結します。また、協定書に定めのない事項又は協定書の内容に疑義が生

じた場合は、改めて協議します。

ア 基本協定書の内容

(ｱ) 総括的事項

(ｲ) 指定管理業務の履行に関する事項

(ｳ) 施設の利用に関する事項

(ｴ) 指定管理料に関する事項

(ｵ) 業務の報告及び監督に関する事項

(ｶ) 指定の取り消し及び管理業務の停止に関する事項

(ｷ) リスクの分担に関する事項

(ｸ) 指定期間終了に伴う措置に関する事項

(ｹ) その他必要な事項

イ 年度協定書の内容

(ｱ) 当該年度の業務内容に関する事項

(ｲ) 当該年度に市が支払う指定管理料に関する事項

(ｳ) その他必要な事項

⑶ 指定管理者がグループでの申請者となった場合は、協定は代表団体と締結し、他の構成員は、

同意書を提出していただきます。
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⑷ 指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消し、

協定を締結しないことがあります。

ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき

イ 財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき

ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき

５ 審査の対象又は指定管理者候補者からの除外

申請者が、次に各号に掲げる事項に該当したときは、審査の対象又は指定管理者候補者から除外

し、失格とします。

⑴ 審査委員会の委員又は本件業務に従事する市職員若しくは本件関係者に対し、申請に関し不

正な接触の事実があると市が認めた場合

⑵ 申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が選定に対する不当な要求を行った事実

があると市が認めた場合

⑶ 申請書類に虚偽の記載又は不正があったと市が認めた場合 

⑷ 申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明したと市が認めた場合 

⑸ 著しく社会的信用を損なう行為等により申請者が業務を行うことについて相応しくないと市

が認めた場合

⑹ その他不正な行為があったと市が認めた場合 
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第８ 業務の適正な実施に関する事項

１ 再委託の禁止

⑴ 指定管理者は、指定管理業務の全部若しくはその主たる部分を一括して第三者に委託し、又は

請け負わせることはできません。

⑵ 指定管理者は、指定管理業務の一部について、第三者に委託し、又は請け負わせようとする

場合は、あらかじめ市の承諾を得なければなりません。委託の可否の区分は、別添「岡崎市QURUWA

プロジェクト（乙川河川緑地管理運営事業）業務水準書」を参照してください。

２ 施設の平等利用

指定管理者は、公共施設であることを念頭におき、市民の平等な利用を妨げないように管理運営

を行わなければなりません。

３ 個人情報の取扱い

指定管理者は、「個人情報の保護に関する法律」及び「岡崎市個人情報保護条例」の規程を遵守

するほか、指定管理業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及びき損等の事故の防止そ

の他の個人情報の適正な管理のために、必要な措置を講じなければなりません。

４ 情報公開への対応

指定管理者は、「岡崎市情報公開条例」の規定に基づき、指定管理業務に関する情報公開を推進

するために必要な措置を講じてください。なお、開示請求があった場合は、速やかに市に報告して

ください。

５ 守秘義務・禁止事項

指定管理者は、指定管理業務を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らすこと、自己

の利益のために使用することはできません。指定期間終了後も同様とします。

６ 法令等の遵守

指定管理業務の遂行にあたっては、関係法令等を遵守しなければなりません。（詳細は、「岡崎

市QURUWAプロジェクト（乙川河川緑地管理運営事業）業務水準書」参照。）

⑴ 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 244 条第２項 

⑵ 労働基準法（昭和 22年法律第 49 号） 

⑶ 都市公園法（昭和 31年法律第 79 号） 

⑷ 河川法 

⑸ 岡崎市都市公園条例 

⑹ 岡崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

⑺ 県民の生活環境の保全等に関する条例 

⑻ 生活環境の美化の推進に関する条例 

⑼ その他業務に関するすべての法令等 

７ 環境への配慮

指定管理者は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）を遵守し、地球温暖化対策

の推進に関する法律（温対法）に配慮してください。

また、以下のような環境に配慮した指定管理業務を実施してください。

⑴ 環境に配慮した商品・サービス購入の推進及び廃棄物の適正処理 

 ⑵ 化学物質・感染性廃棄物等のリスク管理の実施による事故防止 
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８ 犯罪防止活動

指定管理者は、「岡崎市犯罪のない安全・安心なまちづくり推進条例」の規定に基づき、犯罪防

止のために必要な措置を講じてください。

９ 指定管理業務実施状況の確認

指定管理業務実施状況の確認を以下のとおり行います。指定管理者が業務水準書や事業提案書

に示された業務などにおいて、水準を満たしていないと市が判断した場合、市は改善措置を講ずる

等の指導を行います。さらに必要な場合は業務の停止や指定の取消しを行うことがあります。なお、

大幅な業務の改善を要する場合等にあっては、指定管理料を減額することがあります。

⑴ 市による事業実施状況の確認（モニタリング） 

市は、指定管理業務の実施状況を把握するため、随時現地での確認等を行います。また、指定

管理者は市の求めに応じ指定管理業務に関する帳簿書類その他の記録を提出しなくてはなりま

せん。

⑵ 第三者による事業実施状況の確認（外部モニタリング） 

第三者による指定管理業務の実施状況の把握を、上記⑴と同様に行いますので、指定管理者は

対応しなければなりません。

10 その他

⑴ 規程・要綱等の作成について 

指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程・要綱等を作成する場合は、市と協議してくださ

い。

⑵ 印紙税について 

指定管理者の指定は行政処分の一種であり、請負契約ではないため、基本協定書、各年度協定

書は印紙税法に定める課税文書にはあたりません。（収入印紙の貼付は必要ありません。）

⑶ 保険料の取扱いについて 

建物総合損害共済保険、全国市長会市民総合賠償補償保険は、市が加入しています。

指定管理者は、施設賠償責任保険、第三者賠償責任保険に加入することとします。



15

第９ その他の事項

１ 指定の取消し等

⑴ 市による指定の取消し 

指定管理者が次のいずれかに該当すると認められる場合は、市は指定管理者の指定の取消し

又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとします。

この場合に生じた指定管理者の損害について、市はその責めを負いません。また、指定管理者

は、取消し又は停止した業務にかかる指定管理料の10％に相当する額を市に支払わなければな

りません。

ア 市が業務水準書等を満たしていないと判断した場合に行う改善措置の指導に従わないとき

イ 業務を継続することに重大な支障が生じる又は生じる恐れがあると市が認めるとき

ウ 関係法令、条例、規則、基本協定又は年度協定に違反したとき

エ その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務を継続することが適当でないと市が

認めるとき

⑵ 指定管理者による指定の取消しの申出 

指定管理者は、次のいずれかに該当する場合、市に対して指定の取消しを申し出ることがで

きるものとします。市は申出を受けた場合、指定管理者と協議し処置を決定するものとします。

なお、申出に基づき市が指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部

の停止をさせた場合、市はこれによって生じた指定管理者の損害を賠償することとします。また、

指定管理者は市が被る損害についてその責めを負いません。

ア 市が協定内容を履行せず、又は違反したとき

イ 市の責めに帰すべき事由により、指定管理者が損害又は損失を被ったとき

⑶ 不可抗力による指定の取消し 

市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、業務の継続等が困難と判断した場合は、指定の

取消しの協議を行うものとします。協議の結果、やむを得ないと判断された場合、市は指定の取

消しを行うものとします。

２ 業務の引継ぎについて

次回公募の際に業務の引継ぎが生じた場合は、引継ぎに協力しなければなりません。

３ 市と指定管理者のリスク分担

市と指定管理者のリスク分担は原則として、下表のとおりとします。

ただし、次表に定める事項で疑義がある場合又は、下表の定めにないリスクが生じた場合は、市

と指定管理者が協議の上リスク分担を決定します。

種 類 内 容

リスク分担

市
指定

管理者

申請関連
リスク

書類の誤り

募集要項等、市が作成した書類に関するもの ○

申請書等、指定管理者が作成した書類に関する
もの

○

制度関連
リスク

法令の変更
管理業務に直接関係する法令の新設・変更によ
るもの

○

税制の変更 管理業務に影響を及ぼす税制変更によるもの ○
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上記以外の一般的な税制変更によるもの ○

管理運営
リスク

施設・設備
の損傷

管理上の瑕疵による施設・機器等の損傷 ○

施設の構造上の瑕疵による施設の損傷 ○

政治、行政上
の理由によ
る事業変更

政治、行政上の理由から、業務の全部又は一部
を中止した場合又は業務内容を変更した場合

○

債務不履行 指定管理者による業務及び協定内容の不履行 ○

収入リスク

管理上の瑕疵による臨時休業等 ○

施設改修による臨時休業等 ○

指定管理者の提案による事業運営によるもの ○

セキュリテ

ィ

指定管理者の警備不備によるもの ○

上記以外のもの
○

支払遅延

指定管理者の責めに帰すことのできない理由
での、市からの経費の支払遅延によるもの

○

指定管理者の責めに帰すべき理由によるもの ○

社会的
リスク

第三者への
賠償

指定管理者の責めに帰すべき理由によるもの ○

上記以外のもの ○

地域、利用
者への対応

地域との協調、利用者からのクレーム等への対
応に関するもの

○

施設設置、管理業務内容に対する利用者等から
の反対、訴訟に関するもの

○

物価変動

人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加 ○

社会情勢の変動に伴い想定し得ない大幅な物
価変動に伴う経費の増加

○

不可抗力

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火
災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のい
ずれの責めにも帰すことができない自然的又
は人為的な現象）によるもの

協 議

指定期間終了時の費用
指定管理業務の期間が終了した場合、又は指定
を取消した場合の撤収に関するもの

○

４ その他協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、市及び指定管理者双方が誠意を持って協議

するものとします。


